
予定
実績
予定
実績

単位ｺｽﾄ

件

予定
実績

単位ｺｽﾄ
予定
実績

単位ｺｽﾄ

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ
(千円)

予定
実績

内

部

評

価

目

標

達

成

状

況

単
位
施
策
達
成
の
た
め
の
事
務
事
業

区分

施策 6402
妥当性 妥当 コスト削減の余地 有 受益者負担 適正

上位貢献度 有効 類似事業の有無 無 成果向上の余地 有
地域ブランド対象
業種を越えた連携強化による新たな産業の創出等を図る。施

策
が
目
指
す
姿

地域ブランド開発数 現状値 0件 Ｈ29年度目標値 5件成
果
指
標

平成25年度
0.00
1.00

13,235
8,066

平成26年度
1.00
3.00

11,976
10,326

平成27年度
2.00

0

平成28年度
3.00

0

平成29年度
5.00

0
0

上位施策「雇用の創出」の目標指標を達成するには、地域の特性を活かした新たな産業、
技術・製品の創出が有効と考えられるため、本単位施策による貢献度は高い。貢献度

これまでの産業支援補助事業の制度利用者のうち、平成26年度は３件のとちぎの技術ブラ
ンドである県のフロンティア企業に認定された。実績が予定を上回った。達成状況

農業施策との連携や６次産業化によるブランド製品開発等との連携の検討が必要である。
課題

産業支援補助事業の更なるＰＲと制度利用者に対して県のフランティア企業事業の紹介な
ど県等との連携を図りフォローアップにも努める。取組方針

本施策の主旨は業種を越えた連携強化による新たな産業創出であり、6次産業の推進やベン
チャー育成支援などに取組むものであると考える。成果指標の地域ブランド開発数として
県のフロンティア企業認定数を実績として計上しているが、6次産業への取組みや起業支援
などの成果指標も検討すべきと考える。来年度の内部評価までに、別途成果指標を検討し
示されたい。
内部評価の課題として、6次産業化によるブランド製品開発を挙げているが、市内で活躍す
る「とちぎ高校生蔵部」といった若者達に検討の場を与えることを検討されたい。各道の
駅やアンテナショップに協力を要請し、各高校の強み（農業・商業・工業など）を発揮し
た取組みが期待できると思われる。
各種取組みの情報発信については、これまでの慣習に囚われない方法を検討されたい。

外

部

評

価

303301
事業ｺｰﾄﾞ 名 称 ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ(千円) 達成度

産業支援補助事業費 10,326

平成26年度

76

25100000

産業振興部 商工観光課

新産業創出の推進

単位施策評価表 所属

成果指標１
[ ]
成果指標２
[ ]

成果指標３
[ ]

成果指標４
[ ]



事
後
評
価
備
考

事
業
改
善
計
画

（改善内容とその効果を具体的に記入）

事
業
費･

指
標
の
推
移

事
業
費

地域ブランド開発数 現状値 0件 Ｈ29年度目標値 5件

国庫支出金

県支出金

地方債

その他特財

一般財源

事業費 a

人件費 b

減価償却費 c

総事業費
a＋b＋c

結果指標１

結果指標２

指標名 算出方法 単位 事
業
の
事
後
評
価

妥当性
コスト
削減の
余地

受益者
負担

上位
貢献度

類似事業
の有無

成果向上
の余地

事
業
の
内
容

そ
の
成
果

単位：千円、人

事
業
の
概
要

（事業完了（事業期間のない事業は平成３２年度）の目標）

達
成
目
標

市内中小企業者や空き店舗活用者に対して、次の支援事業を実施する。
○産業財産権取得支援
○新製品等開発支援
○経営支援（専門家による相談）
○空き店舗活用促進支援
【主要事業】

事
会計

事業名

款項目 予算事業コード 事業区分 新規／その他 基本施策 単位施策

担当部課
係･担当チーム名 担当者

事業の性質 根拠法令等

主

従

事業期間 全体事業費
（人件費除） 千円

栃木市事務事業評価表 平成２７年度

一般 070102 303301 02 政策的事業 2 その他

産業支援補助事業費 6402 雇用の創出 新産業創出の推進

産業振興部 商工観光課 商工振興担当 加藤／平本

2 自治事務 栃木市産業財産権取得費補助金交付要綱 等 Ｈ２４ ～ Ｈ３１ 年度 49,716
（事業完了（事業期間のない事業は平成３２年度）までに、誰(何)を、どういう方法で、どうしたいのか。対象、手段の記入）

市内中小企業者の経営力の向上及び商業の活性化を図る。

平成26年度決算額 平成27年度決算見込

0 0

0 0

0 0

6,542 8,180

34 46

6,576 8,226

3,750 3,750

0 0

10,326 11,976

19.00

1,200.00

25.00

2,400.00

平成２６年度 平成２７年度

【事業内容】
中小企業者等に対し支援事業を実施。
・産業財産権取得支援
・新製品等開発支援
・経営支援（専門家による相談支援）
・空き店舗活用促進支援
【成果】
・産業：9件、新製品：1件、経営：3件、
空き店舗：6件の補助を行った

【事業内容】
中小企業者等に対し支援事業を実施。
・産業財産権取得支援
・新製品等開発支援
・経営支援（専門家による相談支援）
・空き店舗活用促進支援

補助事業の利用件数

補助事業周知

各補助事業の申請件数

各補助事業のパンフレット配付数

件

部 妥当 有 適正 有効 無 有

・中小企業者の動向やニーズを把握するため、中小企業者との情報交換を活発に行い、また、各種補助事業を１
つにまとめたパンフレットを効果的に配付し、積極的な情報発信を行う。
・空き店舗の活用を希望する方のニーズを積極的に把握し、ホームページで閲覧を可能にするなど効果的な情報
発信を行うとともに、より使いやすい制度への見直しを検討する。
・空き店舗活用促進事業については、中小企業創業資金融資制度と連携した利用についても周知を図る。

成
果
目
標

施
策

産業振興部 商工観光課

様式１


